
　◦特定業務施設に対する交付金　＊上記交付金との併用可
（本社機能部門（調査・企画部門、情報処理部門、研究開発部門など）を有する施設）

対象業種 交付要件
（①・②の両方を満たすこと）

交付金の算出根拠
（交付額 1,000 円未満の端数は切り捨て）

限度額

移
転

（※ 1）

製造業
ソフトウェア業
情報処理・提供サービス業

（コンタクトセンターを除く）
データセンター
デザイン業
機械設計業

①設備投資額 5 億円以上
（土地を除く。賃借の場合は、
固定資産評価額）

②業務施設床面積 1,000m2

　以上

1. 業務施設の床面積（m2）× 3,000 円
2. 社宅の取得・改修費（※ 2）の 2%
3. 社宅の年間賃借額（※ 3）の 1/2
4. 県民 1 名× 30 万円（操業から3年間の雇用が対象）

5 億円

新
設
ま
た
は
増
設

製造業（※ 4）

①設備投資額 5 億円以上
（土地を除く。賃借の場合は、

　固定資産評価額）
②県民の新規雇用10人以上（※5）

1. 設備投資額の 2%
　 なお、特例①の場合 2.5%、特例②の場合 3%
2. 業務施設・設備機器の年間賃借額の 1/2
3. 社宅の取得・改修費（※ 2）の 2%
4. 社宅の年間賃借額（※ 3）の 1/2
5. 県民 1 名× 30 万円（操業から3年間の雇用が対象）

上記 1 〜 5 の合計に業務施設が立地する市町村の財
政力指数に応じた交付率を乗じる（下表参照）

なお、グリーンアジア国際戦略総合特区特例に該当す
る場合は上記 1 に市町村の財政力指数を加味した交
付率に 5% 加算

1 億 5 千万円
・�設備投資額 50 億円以上かつ県民の新

規常用雇用 50 人以上の場合、3 億円
・�設備投資額 50 億円以上かつ県民の新

規常用雇用 100 人以上の場合、5 億円

特例①
・�設備投資額 100 億円以上かつ県民の新

規常用雇用 150 人以上の場合、8 億円
特例②
・�設備投資額 300 億円以上かつ県民の新

規常用雇用 300 人以上の場合、10 億円

道路貨物運送業
データセンター（※ 6）

①設備投資額 3 億円以上
（土地を除く。賃借の場合は、

　固定資産評価額）
②県民の新規雇用10人以上（※5）

1. 設備投資額の 2%
2. 業務施設・設備機器の年間賃借額の 1/2
3. 社宅の取得・改修費（※ 2）の 2%
4. 社宅の年間賃借額（※ 3）の 1/2
5. 県民 1 名× 30 万円（操業から3年間の雇用が対象）

上記 1 〜 5 の合計に業務施設が立地する市町村の財
政力指数に応じた交付率を乗じる（下表参照）

1 億円

ソフトウェア業
情報処理・提供サービス業

（コンタクトセンターを除く）
デザイン業
機械設計業

①設備投資額 1 千万円以上
（土地を除く）または

　設備機器年間賃借料
　2 百万円以上
②県民の新規雇用10人以上（※5）

1. 設備投資額の 2%
2. 業務施設・設備機器の年間賃借額の 1/2
3. 社宅の取得・改修費（※ 2）の 2%
4. 社宅の年間賃借額（※ 3）の 1/2
5. 県民 1 名× 30 万円（操業から3年間の雇用が対象）

上記 1 〜 5 の合計に業務施設が立地する市町村の財
政力指数に応じた交付率を乗じる（下表参照）

なお、グリーンアジア国際戦略総合特区特例に該当す
る場合は上記 1 に市町村の財政力指数を加味した交
付率に 5% 加算

1 億円

コンタクトセンター

（北九州市・福岡市の場合）
①設備投資額 3 千万円以上
（土地を除く）または

　設備機器年間賃借料
　6 百万円以上
②県民の新規雇用50人以上（※5）

（北九州市・福岡市以外の場合）
①設備投資額 1 千万円以上
（土地を除く）または

　設備機器年間賃借料
　2 百万円以上
②県民の新規雇用10人以上（※5）

1. 設備投資額の 2%
2. 業務施設・設備機器の年間賃借額の 1/2
3. 社宅の取得・改修費（※ 2）の 2%
4. 社宅の年間賃借額（※ 3）の 1/2
5. 県民 1 名× 30 万円（操業から1年間の雇用が対象）

上記 1 〜 5 の合計に業務施設が立地する市町村の財
政力指数に応じた交付率を乗じる（下表参照）

1 億円

対象業種 交付要件 交付金の算出根拠
（交付額 1,000 円未満の端数は切り捨て）

限度額

1. 設備投資額の 2％

対象地域 対象者 交付要件
（①・②の両方を満たすこと）

対象経費 助成額 限度額

県内全域 特区事業者に部品や素材を供給する、福岡県内で事業を
行う中小企業（※ 1）

①�設備等の取得額の合計が
生産設備の場合は 500
万円以上、開発設備の場
合は 250 万円以上

②特区事業者でない

県内で新設または増設する設
備等の購入、設置等の経費
なお、土地・建物等の取得経
費は除く

対 象 経 費 の 合
計 額 の 15 ％
<25%> 以内

（※ 2）

400 万円
<600万円>

（※ 2）

県の優遇制度
●福岡県企業立地促進交付金（この制度の適用に際しましては、必ず事前にご相談ください。）
　◦製造・事業施設に対する交付金

●福岡県グリーンアジア国際戦略総合特区中小企業設備投資促進補助金

グリーンアジア
国際戦略総合
特区指定区域

グリーンアジア
国際戦略総合
特区指定区域

グリーンアジア
国際戦略総合
特区指定区域

グリーンアジア
国際戦略総合
特区指定区域

で算定する。

（※ 1）中小企業基本法第 2 条第 1 項に規定する者
（※ 2）<> 内は特例枠：半導体、蓄電池（車載用）、洋上風力発電機、水素エネルギーに関する一定の専業の用に供する設備を取得する場合
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